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証券コード：6675

株主の皆様におかれましては、新型コロナウイルス
感染拡大防止の観点から、本株主総会継続会につきま
しては、株主様の健康状態にかかわらず、株主総会
継続会当日のご来場をお控えいただくようお願い申
しあげます。
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証券コード 6675
2020年10月28日

株 主 各 位
東京都港区白金一丁目17番３号NBFプラチナタワー

代表取締役社長 丸 井 武 士

第17回定時株主総会継続会開催ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
このたびの新型コロナウイルス感染症に罹患された皆様、および関係者の皆様に心よりお見舞
い申しあげますとともに、一日も早いご快復をお祈り申しあげます。
さて、当社第17回定時株主総会継続会（以下、「本継続会」といいます。）を下記のとおり開催
いたしますので、ご通知申しあげます。
本継続会につきましては、新型コロナウイルス感染拡大防止のため適切な感染防止策を行った
上で、開催させていただくことといたしましたのでご理解賜りますようお願い申しあげます。
また、ご出席の際は、お手数ながら同封の「第17回定時株主総会継続会出席票」を会場受付に
ご提出くださいますようお願い申しあげます。
なお、本継続会は、2020年６月26日開催の第17回定時株主総会の一部となりますので、本継
続会にご出席いただける株主様は、第17回定時株主総会において議決権を行使することができ
る株主様と同一となります。

敬 具
記

１. 日 時 2020年11月13日（金曜日）午前10時
２. 場 所 東京都港区芝公園一丁目１番１号

住友不動産御成門タワー３Ｆ ベルサール御成門タワー
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３. 会議の目的事項
報 告 事 項 1. 第17期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計
算書類監査結果報告の件

2. 第17期（2019年４月１日から2020年３月31日まで）
計算書類報告の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の出席票を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげま
す。

◎事業報告、連結計算書類および計算書類に修正が生じた場合は、当社のインターネットウェブサイト
（https://www.saxa.co.jp/）に掲載させていただきます。
◎定時株主総会継続会開催ご通知の添付書類のうち、事業報告の会社の体制および方針ならびに
連結計算書類の連結注記表および計算書類の個別注記表につきましては、法令および当社定款
第 15 条 の 規 定 に よ り、 当 社 の イ ン タ ー ネ ッ ト ウ ェ ブ サ イ ト
（https://www.saxa.co.jp/ir/stock/meeting.html）に掲載しております。
◎当日会場受付付近でサーモグラフィによる体温チェックをさせていただきます。また、体調不良と見受
けられる株主様には、会場へのご入場をお控えいただく場合がございますので、ご理解賜りますようお
願い申しあげます。

◎本継続会においては、新型コロナウイルス感染拡大防止のため議事時間を短縮する観点から、
議場における報告事項の詳細な説明は省略させていただきます。株主様におかれましては、事
前に定時株主総会継続会開催ご通知にお目通しいただけますようお願い申しあげます。

◎新型コロナウイルス感染拡大の状況次第では、やむなく会場や開始時刻が変更となる場合があ
りえます。その場合は、当社のインターネットウェブサイト（https://www.saxa.co.jp/）
に掲載させていただきますので、必ず事前にご確認くださいますようお願い申しあげます。
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（添付書類）
事 業 報 告

（2019年４月１日から2020年３月31日まで）

1. 企業集団の現況に関する事項
（1）事業の経過およびその成果

当連結会計年度のわが国の経済は、米中貿易摩擦の長期化を始めとした地政学的なリス
クはあるものの内需は底堅く推移し、緩やかな回復基調で推移しておりましたが、新型コ
ロナウイルス感染症（COVID-19）の影響により、国内外経済とも先行きは全く不透明な
状況となっております。
このような経済環境の中で、当企業グループは、「持続成長可能な事業への転換」およ
び「あるべき姿に向けた収益構造への変革」を基本方針とし、基本方針実現に向け「事業
構造の再構築」および「経営基盤の強化」の諸施策に継続して取組みました。
当連結会計年度の売上高は、393億円（前年同期比1億5千2百万円減少）となりまし
た。これは、集中事業の拡大として取組んだネットワーク機器および映像機器の他に、シ
ステムインテグレーション事業の受注が増加しましたが、アミューズメント市場向けの製
品および加工受託している部品の受注が市場の低迷により減少したことによるものです。
利益面では、事業の効率化の取組み等で経常利益が22億69百万円（前年同期比4億円
増加）となり、特別損失として固定資産の減損損失を10億9千万円計上した結果、親会社
株主に帰属する当期純利益は、9億7千4百万円（前年同期比5千2百万円減少）となりま
した。
なお、当連結会計年度を最終年度とした中期経営計画では、目標とする経営指標として
売上高460億円、経常利益20億円、ROE5.0％以上を掲げてまいりましたが、上記のとお
り売上高については、アミューズメント市場の低迷や新規事業の事業化の未達成により目
標を下回りました。また、経常利益については、事業の効率化や経営基盤の強化の諸施策
の実施により目標を上回り、ROEについては4.4％と目標を下回る結果となりました。
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　分野別の営業の概況は以下のとおりです。
① ネットワークソリューション分野
ネットワークソリューション分野の売上高は、251億２千１百万円（前年同期比5.2％
増加）となりました。これは、ＯＥＭを含むキーテレホンシステムの受注減少はありまし
たが、期首から提供を開始したＯＥＭオフィスゲートウェイを始めＩＰネットワーク製
品・サービスのラインアップ強化策の取組みによりネットワーク機器の売上が増加したこ
と、加えて、特定分野に注力したシステムインテグレーション事業および車両ナンバー認
識システムなどの映像システムの売上がそれぞれ増加したことなどによるものです。
② セキュリティソリューション分野
セキュリティソリューション分野の売上高は、141億７千８百万円（前年同期比8.9％
減少）となりました。これは、消費税法等の改正や法規制の見直しに伴うアミューズメン
ト市場向けの製品および加工受託している部品の受注が市場の低迷により減少したことに
よるものです。

（2）対処すべき課題
当企業グループは、「独創的な技術を核に、新しい価値を創造し、活力とゆとりある社
会の発展に貢献する」を経営理念に掲げ、「つなげる技術の、その先へ。」をコーポレート
メッセージとして、「成長事業の成果創出と変革」を基本方針に、成長事業のさらなる成
長の加速と新規事業の創出に向けた変革を推進し、事業規模と事業領域の拡大を図り、企
業価値の向上を目指してまいります。
そして、基本方針実現のため、次の４つの課題に取組んでまいります。
なお、2020年度から2022年度の３か年を計画期間とした中期経営計画につきまして
は、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の世界的な流行による感染拡大の規模や収
束時期についての見通しがたっていないため、現時点での計画に与える影響を予測するこ
とは困難であることから、合理的な計画の開示が可能となった時点ですみやかに公表いた
します。
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① 成長事業への取組み
「働き方の多様化」が急速に進んでいる中で、オフィス業務のデジタル化およびリモー
トワークなど投資需要の高まりから、今後も市場規模の拡大が見込めるネットワーク事
業・映像事業を成長事業と位置づけ、経営資源を集中的に配分し、既存事業の販売チャネ
ルも有効活用することで事業を拡大してまいります。
また、マーケティングに重点を置き、顧客ニーズを強く意識したうえで、市場からの気
付きと顧客を創造することにより、さらに競争優位性の高い商品およびサービスを提供し
てまいります。
② 新規事業の創出
これまで取組んでまいりました「ヘルスケア」については、ストレス状態の見える化を
企業向けサービス提供に向けて一歩進めるとともに、さらに、社会の変化を機敏に捉え、
市場調査・分析などのマーケティング活動を強化・推進、明確なターゲティングを行い、
新規事業創出に向けた投資を促進してまいります。
また、外部組織（他社、大学等）との協働を深めることで、新市場開拓の推進ならびに
新技術の獲得および実用化に向けて取組んでまいります。

③ 既存事業の効率化
顧客からのリプレイス需要の機会を逃さず、顧客ニーズに確実にお応えすることで顧客
満足度の向上と顧客との協力関係をさらに強化するとともに、開発業務と営業業務の効率
性向上による収益率の維持を図り、既存事業の効率化を図ります。

④ 経営基盤の強化
ア．事業推進体制の最適化
成長事業の拡大と新規事業の創出に向け、経営資源の配分の見直し、さらには、ＰＤ
ＣＡをスピーディに実行するための企画機能の一元化、スピーディな商品開発および商
品投入の実現等の組織機能の最適化を図ってまいります。

イ．人材の育成
成長事業の拡大のために、自ら学びチャレンジする精神（風土改革）をもった人材や
現場の変化対応力の向上を主眼とした人材を育成し、顧客起点での商品・サービスの開
発に向けて意識改革してまいります。
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ウ．財務体質の強化
成長事業の成果創出と変革に向け、投資効率の向上に取組み、資本効率性を高めてま
いります。また、サプライチェーンマネジメントの強化により棚卸資産の圧縮等に取組
み、キャッシュフローの改善を図ってまいります。
エ．透明性の高いガバナンス体制の構築
資本市場からの信認に基づく機動性の高い経営を目指して、社内外のステークホルダ
ーへ経営トップからの継続的なメッセージの発信や積極的な情報開示に努めてまいりま
す。

当企業グループは、コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示内容に沿っ
たガバナンス体制を構築しておりますが、企業価値最大化に向け、継続してコーポレート
ガバナンスの強化に取組んでまいります。
株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援を賜りますようお願い申しあげま
す。

（3）設備投資等の状況
当連結会計年度の設備投資総額は、３億２千４百万円であり、新商品の開発用機器およ
び生産用金型等であります。

（4）資金調達の状況
当連結会計年度は、当社の子会社等における長期借入金の約定弁済資金として、当社が

長期借入により資金を調達いたしました。
また、短期資金の調達枠の確保を目的に、シンジケート方式によるコミットメントライ
ン契約（70億円）を締結しております。
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（5）財産および損益の状況の推移

区 分 2016年度
第 14 期

2017年度
第 15 期

2018年度
第 16 期

2019年度
第 17 期
（当 期）

売 上 高（百万円） 39,827 37,351 39,452 39,300
経 常 利 益（百万円） 1,286 902 1,869 2,269
親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益（百万円） 684 576 1,027 974

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益（円） 116.57 98.64 175.86 166.82
総 資 産（百万円） 40,890 39,568 39,321 37,675
純 資 産（百万円） 21,239 22,118 22,610 22,519
１ 株 当 た り 純 資 産（円） 3,609.28 3,759.23 3,843.91 3,821.94
（注）1. 「１株当たり当期純利益」は、親会社株主に帰属する当期純利益の金額を期中平均の発行済株式の総

数で除して算出しております。
2. 「１株当たり純資産」は、純資産の金額（非支配株主持分を控除後）を期末発行済株式の総数で除し
て算出しております。
3. 「１株当たり当期純利益」および「１株当たり純資産」は、自己株式を控除して算出しております。
4. 2017年10月１日を効力発生日として当社普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施いたし
ました。2016年度（第14期）の期首に当該併合が行われたと仮定し、「１株当たり当期純利益」およ
び「１株当たり純資産」を算定しております。
5. 2018年度（第16期）より「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号
2018年２月16日）の適用による表示方法の変更を行いましたため、「総資産」は当該変更を反映した
遡及修正後の数値を記載しております。
6. 「（11）その他の企業集団の現況に関する重要な事項」に記載のとおり、過年度における不適切な会
計処理および誤謬が判明し、金融商品取引法の規定に基づき過年度の有価証券報告書を訂正したため、
第14期から第16期までの財産および損益の状況につきましては、当該訂正後の金額を記載しておりま
す。
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（6）重要な親会社および子会社の状況（2020年３月31日現在）
① 親会社の状況
該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の
出資比率 主 要 な 事 業 内 容

サ ク サ 株 式 会 社 10,700百万円 100％
情報通信システムの機器および部品の開
発、製造および販売ならびにこれらに付
帯するサービスの提供

サ ク サ テ ク ノ 株 式 会 社 400百万円 100％ 通信機器・情報機器の製造および販売な
らびにこれらに付帯する業務

（注）1. 当社の出資比率は間接保有を含んでおります。
2. 連結子会社は上記の重要な子会社２社を含む８社、持分法適用会社は３社であります。

③ 特定完全子会社の状況
特定完全子会社の名称 サクサ株式会社

特定完全子会社の住所 東京都港区白金一丁目１７番３号
ＮＢＦプラチナタワー

当社および当社の完全子会社等における
特定完全子会社の株式の帳簿価額 　 19,796百万円

当社の総資産額 　 24,094百万円

（7）主要な事業内容（2020年３月31日現在）
当企業グループは、情報通信システムの機器および部品の開発、製造および販売ならび

にこれらに付帯するサービスの提供からなる事業を行っております。
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（8）主要な営業所および工場（2020年３月31日現在）
① 当 社
本 社 東京都港区

② 子 会 社 サクサ株式会社
本 社 東京都港区
相 模 原 オ フ ィ ス 神奈川県相模原市
米 沢 事 業 場 山形県米沢市
栃 木 事 業 場 栃木県那須塩原市
支 社 ４拠点
営 業 所 ６拠点

③ 子 会 社 サクサテクノ株式会社
本 社 ・ 工 場 山形県米沢市

（9）従業員の状況（2020年３月31日現在）
区 分 従 業 員 数 前期末比増減数
合 計 1,139名 8名増

（注）従業員数には、非常勤嘱託および臨時従業員92名は含まれておりません。

（10）主要な借入先および借入額（2020年３月31日現在）
借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,183百万円
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 660百万円
株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 368百万円
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（11）その他の企業集団の現況に関する重要な事項
当社は、当社連結子会社であるサクサシステムアメージング株式会社において、同社の

不適切な会計処理に関わる疑義が判明いたしました。本件は、当社の連結財務諸表におい
ても重要な虚偽の表示がなされる可能性のある疑義となり、2020年６月24日付で外部の
専門家および社外監査役から構成される特別調査委員会を設置し、調査を進めてまいりま
した。
その後、特別調査委員会の調査が進められておりましたが、調査の実施過程で、関係
者ヒアリングやデジタル・フォレンジック、社内アンケート調査等を通じて、新たに複
数の事象にかかる疑義が発覚いたしました。これを受けて、特別調査委員会は、当初の
調査範囲に加えて、新たに発覚した事象に関する事実関係の調査、類似取引の有無の調
査等の事実関係を解明すべく、調査対象を強化し、その全容解明に向けて取組んでまい
りました。
特別調査委員会による調査報告書によると、当該疑念以外に経理部門による不適切な
決算調整、売上のスルー取引、超過開発受託費用の販売目的ソフトウェアへの振替、長
期滞留品の減損、中国における贈賄の疑義、売上前倒し計上の疑義、保守サービス契約
の収益認識、子会社における不適切な会計処理等を含む多種多様の不適切な会計処理を
行っていたことが判明いたしました。また、調査の過程において、ソフトウェア開発に
おける会計処理等の誤謬が判明いたしました。
特別調査委員会により認定された不適切な会計処理は、長年にわたり当社の経営陣が
経営数値を過剰に意識し、その過剰な意識に基づいて行われた不適切な言動の蓄積によ
り、経営数値は作り出すもの・作り出されるものというような誤った考えが醸成され、
企画部門および経理部門の役職員に伝播することにより、信頼性のある財務報告を実現
するための統制環境の構築が軽視され、広範囲にわたる全社的な内部統制の不備を引き
起こした結果、生じたものと認識しております。
当企業グループは、財務報告に係る内部統制の重要性を認識しており、開示すべき重
要な不備を是正するために、調査報告書の提言に従った再発防止策を実行し、内部統制
の整備・運用を図ってまいります。
株主の皆様におかれましては、多大なるご迷惑とご心配をおかけしておりますことを心
からお詫び申しあげます。
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2. 会社の株式に関する事項(2020年３月31日現在）
（1）発行可能株式総数 24,000,000株
（2）発行済株式の総数 6,244,962株
（3）株 主 数 5,404名
（4）大 株 主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
沖 電 気 工 業 株 式 会 社 814千株 13.9％
日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社 （信 託 口） 237千株 4.0％
株 式 会 社 グ ロ ー セ ル 236千株 4.0％
株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 233千株 4.0％
株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 176千株 3.0％
水 元 公 仁 169千株 2.8％
ＤＦＡ ＩＮＴＬ ＳＭＡＬＬ ＣＡＰ ＶＡＬＵＥ ＰＯＲＴＦＯＬＩＯ 168千株 2.8％
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 139千株 2.3％
サ ク サ グ ル ー プ 従 業 員 持 株 会 101千株 1.7％
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 97千株 1.6％
（注）1. 当社は、自己株式404,312株を保有しておりますが、上記大株主からは除いております。

2. 持株比率は発行済株式の総数から自己株式を控除して計算しております。
3. 沖電気工業株式会社の持株数には、沖電気工業株式会社が退職給付信託の信託財産として拠出して
いる当社株式605,980株を含んでおります。（株主名簿上の名義は、「みずほ信託銀行株式会社 退職
給付信託 沖電気工業口 再信託受託者 資産管理サービス信託銀行株式会社」であります。）
4. 株式会社みずほ銀行の持株数には、株式会社みずほ銀行が退職給付信託の信託財産として拠出して
いる当社株式177,800株を含んでおります。（株主名簿上の名義は、「みずほ信託銀行株式会社 退職
給付信託 みずほ銀行口 再信託受託者 資産管理サービス信託銀行株式会社」であります。）
5. 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社は、2020年７月27日付でJTCホールディングス株式会
社および資産管理サービス信託銀行株式会社と合併し、株式会社日本カストディ銀行に商号を変更し
ております。

3. 会社の新株予約権等に関する事項
　該当事項はありません。
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4. 会社役員に関する事項
（1）取締役および監査役の氏名等（2020年３月31日現在）

氏 名 地位および担当 重要な兼職の状況

松 尾 直 樹 代 表 取 締 役 社 長 －

磯 野 文 久 代 表 取 締 役 副 社 長
経 営 戦 略 担 当 サクサ株式会社代表取締役社長兼社長執行役員

大 坂 貢 常 務 取 締 役
事 業 ･ 生 産 戦 略 担 当 サクサ株式会社取締役兼副社長執行役員

中 村 耕 児 取 締 役
技 術 戦 略 担 当

サクサ株式会社取締役兼常務執行役員
サクサビジネスシステム株式会社代表取締役社長

井 上 洋 一
取 締 役
総務人事・経理財務・情報戦略、
Ｃ Ｓ Ｒ ・ 監 査 担 当

サクサ株式会社取締役兼常務執行役員

曽我部 敦 取 締 役
ＩＣＴサービス戦略担当 サクサ株式会社取締役兼常務執行役員

丸 井 武 士 取 締 役
パートナー戦略担当 サクサ株式会社取締役兼常務執行役員

山 本 秀 男 取 締 役
（社 外 取 締 役） 中央大学大学院戦略経営研究科教授

片 桐 勇一郎 取 締 役
（社 外 取 締 役）

沖電気工業株式会社執行役員兼情報通信事業本部副本部長
兼ＩｏＴアプリケーション推進部長

竹 内 佐和子 取 締 役
（社 外 取 締 役）

株式会社堀場製作所社外取締役
山形大学客員教授
東京音楽大学リベラルアーツ学科客員教授

江 藤 進 常 勤 監 査 役 サクサ株式会社監査役

梅 津 光 男 監 査 役 サクサ株式会社常勤監査役

飯 森 賢 二 監 査 役
（社 外 監 査 役） 飯森公認会計士事務所 公認会計士

清 水 建 成 監 査 役
（社 外 監 査 役） 神谷町法律事務所 弁護士
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（注）1. 当事業年度中の取締役の異動
① 2019年６月27日開催の第16回定時株主総会において、新たに片桐勇一郎および竹内佐和子の両
氏が取締役に選任され就任いたしました。
② 2019年６月27日開催の第16回定時株主総会終結の時をもって、布施雅嗣および小口喜美夫の両
氏が任期満了により取締役を退任いたしました。

2. 取締役竹内佐和子氏は、2020年３月31日付で重要な兼職先の山形大学客員教授を退任いたしまし
た。
3. 監査役飯森賢二氏は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する相当程度の知見を
有するものであります。
4. 当社は、取締役山本秀男および竹内佐和子ならびに監査役飯森賢二および清水建成の４氏を株式会
社東京証券取引所が定める独立役員として指定し、届け出ております。
5. 沖電気工業株式会社は「２．（４）大株主」（11頁）に記載の当社の大株主であります。
6. 上記のほか、当社と兼職先との間に特別の関係はありません。

　 <ご参考>
　 1. 取締役の地位および担当の異動
　 ① 取締役丸井武士氏は、2020年８月31日付で当社の代表取締役社長に就任いたしました。
　 ② 取締役松尾直樹、磯野文久、大坂貢、中村耕児、井上洋一および曽我部敦の６氏は、2020年
　 10月７日付で取締役を辞任いたしました。
　 2. 取締役の兼職先での異動（2020年４月１日付）
　 取締役 片桐勇一郎 沖電気工業株式会社上席執行役員ソリューションシステム事業本部
　 副本部長
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（2）責任限定契約の内容の概要
当社は、当社定款の定めに基づき、社外取締役および社外監査役との間でそれぞれ、会

社法第423条第１項の責任について法令が規定する額を限度とする旨の契約を締結してお
ります。

（3）当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の総額および員数
区 分 支給人数 報酬等の総額 摘 要
取 締 役 12名 145百万円 うち社外５名14百万円
監 査 役 ４名 24百万円 うち社外２名６百万円
合 計 16名 169百万円

（注） 役員報酬限度額は、2006年６月29日開催の第３回定時株主総会において次のとおり決議いただ
いております。
取締役 年額408百万円以内（使用人給与を除く）
監査役 年額 72百万円以内
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（4）社外役員に関する事項
① 当事業年度における主な活動状況
＜社外取締役＞

　

氏 名 出 席 の 状 況 発 言 の 状 況

山 本 秀 男 取締役会（14回中14回出席）
通信業界における豊富な経験と、経営戦略に関
する専門家としての幅広い見識から、議事の内
容について検討し、発言いたしました。

片 桐 勇一郎 取締役会（10回中9回出席）
企業経営に携わっている立場から、議事の内容
について検討し、必要に応じて発言いたしまし
た。

竹 内 佐和子 取締役会（10回中9回出席）
豊富な国際経験と幅広い見識から、議事の内容
について検討し、必要に応じて発言いたしまし
た。

＜社外監査役＞
氏 名 出 席 の 状 況 発 言 の 状 況

飯 森 賢 二
取締役会（14回中14回出席） 主に財務および会計の側面から議事の内容につ

いて発言いたしました。

監査役会（19回中19回出席） 主に財務および会計の側面から議事の内容につ
いて発言いたしました。

清 水 建 成
取締役会（14回中14回出席） 主に法的側面から議事の内容について発言いた

しました。

監査役会（19回中19回出席） 主に法的側面から議事の内容について発言いた
しました。

（注） 当社不祥事等に関する対応の概要
2020年６月に、当社は、当社連結子会社サクサシステムアメージング株式会社において、不適切な会

計処理が行われていた可能性があることが判明したことを公表いたしました。取締役山本秀男、片桐勇
一郎および竹内佐和子ならびに監査役飯森賢二および清水建成の５氏は本件に関する事実について社内
報告を受けるまで当該事実を認識しておりませんでした。
上記５氏は、本件に関する報告を受ける以前より当社取締役会等において、コンプライアンス等の観

点に立った提言を行っておりました。また、本件に関する事実の判明後は、速やかな事実関係および原
因の究明を求めるとともに、社外監査役については特別調査委員会の委員として調査にあたる等、その
職務を適切に果たしております。

② 社外役員が当社の子会社から受けた役員報酬等の総額
該当事項はありません。
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5. 会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称

EY新日本有限責任監査法人

（2）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 55百万円
当社および当社子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 74百万円
（注）1. 当社監査役会は、取締役、社内関係部署および会計監査人からの必要な資料の入手や報告の聴取を

通じて、会計監査人の監査計画の内容、従前の事業年度における職務執行状況や報酬見積等を検討し
た結果、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしました。
2. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく会計監査人の監査に対する報酬等の
額と金融商品取引法に基づく監査に対する報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分でき
ないため、上記の金額にはこれらの合計額を記載しております。

（3）会計監査人の解任または不再任の決定の方針

会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、会社法第340条第１項に定める事由に会計監査人が該当すると認められる場合の解任のほ
か、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場合には、会計監査人の解任または不再任
に関する議案を株主総会に提案することをその方針といたします。

6. その他会社の状況に関する重要な事項
該当事項はありません。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
（注）この事業報告中の記載金額、持株数および持株比率は、表示単位未満の端数を切捨てて、また、１株当た

り当期純利益、比率その他の数値は、表示単位未満を四捨五入して、それぞれ表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（2020年３月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額
百万円 百万円

（資産の部） （負債の部）
流 動 資 産 23,009 流 動 負 債 9,858
現 金 及 び 預 金 7,659 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 5,145
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 10,873 短 期 借 入 金 1,281
商 品 及 び 製 品 1,300 未 払 金 747
仕 掛 品 593 未 払 費 用 351
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 2,162 未 払 法 人 税 等 347
そ の 他 425 未 払 消 費 税 等 574
貸 倒 引 当 金 △5 製 品 保 証 引 当 金 147

受 注 損 失 引 当 金 1
賞 与 引 当 金 903
役 員 賞 与 引 当 金 29
そ の 他 327

固 定 資 産 14,665 固 定 負 債 5,298
有 形 固 定 資 産 8,088 長 期 借 入 金 1,612
建 物 及 び 構 築 物 966 繰 延 税 金 負 債 87
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 233 退 職 給 付 に 係 る 負 債 2,862
工 具 器 具 備 品 294 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 65
土 地 6,568 そ の 他 670
リ ー ス 資 産 5
そ の 他 20 負 債 合 計 15,156

無 形 固 定 資 産 1,552
ソ フ ト ウ エ ア 1,513 （純資産の部）
の れ ん 0 株 主 資 本 22,258
そ の 他 39 資 本 金 10,836

資 本 剰 余 金 6,022
投 資 そ の 他 の 資 産 5,024 利 益 剰 余 金 6,649
投 資 有 価 証 券 3,637 自 己 株 式 △1,250
長 期 前 払 費 用 104
繰 延 税 金 資 産 896
そ の 他 500 その他の包括利益累計額 62
貸 倒 引 当 金 △113 その他有価証券評価差額金 263

為 替 換 算 調 整 勘 定 △20
退職給付に係る調整累計額 △180

非 支 配 株 主 持 分 199
純 資 産 合 計 22,519

資 産 合 計 37,675 負 債 純 資 産 合 計 37,675
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連 結 損 益 計 算 書
（2019年４月１日から2020年３月31日まで）

　

科 目 金 額
百万円 百万円

売 上 高 39,300
売 上 原 価 27,768

売 上 総 利 益 11,531
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 9,259
営 業 利 益 2,271
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 102
為 替 差 益 12
受 取 補 償 金 44
そ の 他 36 196

営 業 外 費 用
支 払 利 息 32
持 分 法 投 資 損 失 140
そ の 他 25 198

経 常 利 益 2,269
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 1
投 資 有 価 証 券 売 却 益 88
持 分 変 動 利 益 117 208

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 9
固 定 資 産 売 却 損 0
減 損 損 失 1,090
投 資 有 価 証 券 評 価 損 59 1,159

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,318
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 333
法 人 税 等 調 整 額 △36 297

当 期 純 利 益 1,021
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 46

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 974
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連結株主資本等変動計算書
（2019年４月１日から2020年３月31日まで）

　

科 目

区 分

株 主 資 本
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
当 期 首 残 高 10,836 6,023 7,279 △1,247 22,891
誤謬の訂正による累積的影響額 △0 △1,312 △1,312

遡及処理を反映した当期首残高 10,836 6,022 5,967 △1,247 21,578
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △292 △292
親会社株主に帰属する当期純利益 974 974
自 己 株 式 の 取 得 △2 △2
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）
当 期 変 動 額 合 計 682 △2 679
当 期 末 残 高 10,836 6,022 6,649 △1,250 22,258

科 目

区 分

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
当 期 首 残 高 481 △21 413 874 196 23,961
誤謬の訂正による累積的影響額 △38 △1,351

遡及処理を反映した当期首残高 481 △21 413 874 157 22,610
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △292
親会社株主に帰属する当期純利益 974
自 己 株 式 の 取 得 △2
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額） △218 0 △594 △812 41 △770

当 期 変 動 額 合 計 △218 0 △594 △812 41 △90
当 期 末 残 高 263 △20 △180 62 199 22,519
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貸 借 対 照 表
（2020年３月31日現在）

科 目 金 額 科 目 金 額
百万円 百万円

（資産の部） （負債の部）
流 動 資 産 4,091 流 動 負 債 2,008
現 金 及 び 預 金 2,960 短 期 借 入 金 1,188
受 取 手 形 427 未 払 金 44
関 係 会 社 短 期 貸 付 金 518 未 払 費 用 7
未 収 入 金 94 未 払 消 費 税 等 8
未 収 還 付 法 人 税 等 78 賞 与 引 当 金 31
そ の 他 12 関 係 会 社 預 り 金 720

そ の 他 9

固 定 資 産 20,003 固 定 負 債 1,480
無 形 固 定 資 産 0 長 期 借 入 金 1,480
ソ フ ト ウ エ ア 0

投 資 そ の 他 の 資 産 20,002 負 債 合 計 3,488
関 係 会 社 株 式 19,893
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 108 （純資産の部）
長 期 前 払 費 用 0 株 主 資 本 20,605

資 本 金 10,836

資 本 剰 余 金 9,254
資 本 準 備 金 3,000
そ の 他 資 本 剰 余 金 6,254

利 益 剰 余 金 1,765
そ の 他 利 益 剰 余 金 1,765
繰 越 利 益 剰 余 金 1,765

自 己 株 式 △1,250

純 資 産 合 計 20,605
資 産 合 計 24,094 負 債 純 資 産 合 計 24,094
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損 益 計 算 書
（2019年４月１日から2020年３月31日まで）

　

科 目 金 額
百万円 百万円

営 業 収 益
関 係 会 社 受 取 配 当 金 491
関 係 会 社 経 営 管 理 料 695
関 係 会 社 商 標 使 用 許 諾 料 195 1,381

営 業 費 用
一 般 管 理 費 848
営 業 利 益 532

営 業 外 収 益
受 取 利 息 10
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 125
そ の 他 6 142

営 業 外 費 用
支 払 利 息 36
そ の 他 16 52
経 常 利 益 623

税 引 前 当 期 純 利 益 623
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 8
法 人 税 等 調 整 額 21 30

当 期 純 利 益 592
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株主資本等変動計算書
（2019年４月１日から2020年３月31日まで）

　

科 目

区 分

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 その他資本剰余金 資本剰余金合計
百万円 百万円 百万円 百万円

当 期 首 残 高 10,836 3,000 6,254 9,254
誤謬の訂正による累積的影響額

遡及処理を反映した当期首残高 10,836 3,000 6,254 9,254
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当
当 期 純 利 益
自 己 株 式 の 取 得
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）
当 期 変 動 額 合 計
当 期 末 残 高 10,836 3,000 6,254 9,254
　

科 目

区 分

株 主 資 本

純 資 産 合 計
利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株主資本合計その他利益剰余金
繰越利益剰余金

百万円 百万円 百万円 百万円
当 期 首 残 高 1,735 △1,247 20,578 20,578
誤謬の訂正による累積的影響額 △270 △270 △270

遡及処理を反映した当期首残高 1,464 △1,247 20,307 20,307
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △292 △292 △292
当 期 純 利 益 592 592 592
自 己 株 式 の 取 得 △2 △2 △2
株主資本以外の項目
の当期変動額（純額）
当 期 変 動 額 合 計 300 △2 298 298
当 期 末 残 高 1,765 △1,250 20,605 20,605
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本
独立監査人の監査報告書

2020年10月12日
サクサホールディングス株式会社
取 締 役 会 御 中

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員公認会計士 定 留 尚 之 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員公認会計士 山 川 幸 康 ㊞

限定付適正意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、サクサホールディングス株式会社の2019年４月
１日から2020年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算
書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、「限定付適正意見の根拠」に記載した事項の連結計算書類に及ぼ
す可能性のある影響を除き、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、サク
サホールディングス株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損
益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
限定付適正意見の根拠
　当監査法人は、連結計算書類に対する監査における重要な拠点の見直しにより重要な拠点となった連結子
会社については、前連結会計年度末の棚卸資産の実地棚卸に立ち会うことができず、また、代替手続によっ
て当該棚卸資産の数量を検証することができなかった。そのため、前連結会計年度末の一部の連結子会社の
棚卸資産（2019年３月31日現在 500百万円）については、その実在性に関して、十分かつ適切な監査証
拠を入手することができなかった。この影響は当連結会計年度の売上原価等の特定の勘定科目に限定され、
他の勘定科目には影響を及ぼさないことから、連結計算書類全体に及ぼす影響は限定的である。したがっ
て、連結計算書類に及ぼす可能性のある影響は重要であるが広範ではない。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、限定付適正意見表明の基礎となる十
分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適
切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。
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連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重
要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書
類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又
は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ
ると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報
告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類
の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連
結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。
監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利
害関係はない。

以 上
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会計監査人の監査報告書謄本
独立監査人の監査報告書

2020年10月12日
サクサホールディングス株式会社
取 締 役 会 御 中

EY新日本有限責任監査法人
東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員公認会計士 定 留 尚 之 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員公認会計士 山 川 幸 康 ㊞

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、サクサホールディングス株式会社の2019
年４月１日から2020年３月31日までの第17期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、
株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査
を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのそ
の他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。
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計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制
を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認
められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書に
おいて計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が
適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論
は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と
して存続できなくなる可能性がある。
・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類
等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し
た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項に
ついて報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守
したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減
するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書謄本
　

監 査 報 告 書
当監査役会は、2019年４月１日から2020年３月31日までの第17期事業年度の取締役の職務の執行に関
して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いた
します。
１．監査役および監査役会の監査の方法およびその内容
（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況および結果について
報告を受けるほか、取締役等および会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に
応じて説明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取
締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集および監査の環境の整備に努め
るとともに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役および使用人等からその職務の執行状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社および主要な事業所において業
務および財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役および監査役等
と意思疎通および情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための
体制その他株式会社およびその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものと
して会社法施行規則第100条第１項および第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容お
よび当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役および使用人等か
らその構築および運用の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、検証いたしました。な
お、財務報告に係る内部統制については、取締役等および会計監査人から当該内部統制の評価および
監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
③ 事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針および同号ロの各取組みに
ついては、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。
④ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視および検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等
に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告およびその附属明細書、計算書類（貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書および個別注記表）およびその附属明細書ならびに連結計算書類
（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書および連結注記表）について検討いた
しました。

２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果
① 事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと
認めます。
② 取締役の職務の執行に関しては、事業報告に記載されていますとおり、子会社において不適切な会
計処理に関わる疑義が判明したことから、2020年６月24日に調査を委嘱した特別調査委員会からの
報告として、一部の財務報告に関して、不正あるいは不適切な会計処理がなされ、元取締役がこれに
関与していたとの指摘を受けております。これに関し、元取締役の職務執行につき、かかる関与があ
ったものと認めます。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めますが、当該内部統制システム
の運用については、適正であるとは認められません。なお、財務報告に係る内部統制システムについ
ても、開示すべき重要な不備があり適正であるとは認められません。
　 監査役会としては、当社において既に事実の原因究明がなされ、今後、経営体制を刷新し、ガバナ
ンス体制の再構築および内部統制システムの不備是正等による再発防止策を実施していくことを確認
しておりますが、今後の再発防止策の実施状況およびこれに基づく改善状況について引き続き監視、
検証してまいります。
④ 事業報告に記載されている会社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本
方針については、指摘すべき事項は認められません。事業報告に記載されている会社法施行規則第
118条第３号ロの各取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損なうも
のではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと認めます。

（２）計算書類およびその附属明細書の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
　会計監査人EY新日本有限責任監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。

2020年10月12日
サクサホールディングス株式会社 監査役会

常勤監査役 江 藤 進 ㊞
監 査 役 梅 津 光 男 ㊞
社外監査役 飯 森 賢 二 ㊞
社外監査役 清 水 建 成 ㊞

以 上
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〈メ モ 欄〉
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東京タワー

増上寺

御成門小正則高

芝高・中

ベルサール
御成門駅前

港区役所

芝公園

東京プリンス
ホテル

愛宕グリーンヒルズ
MORIタワー 

慈恵医大
病院

愛宕警察署

株主総会継続会会場ご案内図
東京都港区芝公園一丁目１番１号

住友不動産御成門タワー３F ベルサール御成門タワー
TEL 03-6402-5920

（交通）
「御成門駅」Ａ３ｂ出口すぐ（三田線）・「大門駅」Ａ６出口徒歩６分（大江戸
線・浅草線）・「神谷町駅」３番出口（日比谷線）・「浜松町駅」北口徒歩11分
（JR線・東京モノレール）
（ご来場における注意）
当日は節電のため、会場の空調温度を高めに設定させていただく場合があります。
（受付開始時刻）
当日の受付開始時刻は午前８時45分を予定しております。
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